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秋田県産業労働部商業貿易課関係補助金等交付要綱

秋田県産業労働部商業貿易課関係補助金等の交付については、秋田県財務規則（昭和

３９年秋田県規則第４号。以下「財務規則」という。）の規定によるほか、この要綱に定

めるところによる。

（補助事業等及び補助金等の額等）

第１条 秋田県産業労働部商業貿易課関係補助金及び負担金（以下「補助金等」という。）

の交付の対象とする事務又は事業（以下「補助事業等」という。）、補助金等の率又は

額、補助事業等を行う者（以下「補助事業者」という。）及び交付申請書等の提出先等

は、別表第１に定めるとおりとする。

（補助金等の交付の申請）

第２条 補助金等の交付を受けようとする者は、財務規則第２４７条に規定する補助金等

交付申請書（様式第１号）を知事に提出しなければならない。

２ 前項の補助金等申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一 事業実施計画書

二 収支予算書（様式第２号）

三 前二号に掲げるもののほか、知事が必要があると認めるもの

３ 補助事業者は、第１項の補助金等の交付の申請をするに当たって、当該補助金等に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方

消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係

る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額の合計額に補助率を乗じて得た金

額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければな

らない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、

この限りでない。

（補助金等交付の条件等）

第３条 知事は、補助金等の交付を決定するに当たっては、財務規則第２４９条の規定に

より、次に掲げる事項について条件を付するものとする。

一 補助金等を目的以外に使用しないこと。

二 次に掲げる場合は、予め知事の承認を受けること。

(一) 総事業費の２０％を超える増減がある場合

(二) 補助金等所要額が交付決定額を超える場合

(三) 補助金等所要額が交付決定額の２０％を超える減額となる場合

(四) 補助事業等を中止し、又は廃止する場合

三 補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業等の遂行が困難になっ

たときは、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。

四 法令その他の関係規定を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を確実に履行

すること。

２ 前項第２号の規定による知事の承認の申請は、次に掲げる申請書によるものとする。

一 補助事業等変更承認申請書（様式第３号）

二 補助事業等中止（廃止）承認申請書（様式第４号）
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３ 第１項に掲げるもののほか、知事が必要と認める事項については、別に条件を付する

ものとする。

（交付決定通知等）

第４条 財務規則第２５０条の規定による補助金等の交付の決定の通知は、補助金等交付

決定通知書（様式第５号）によるものとし、財務規則第２５２条の規定による変更交付

決定の通知は、補助金等交付決定変更書（様式第６号）によるものとする。

２ 知事は、前条第２項第２号による申請書を受けた場合において、申請書の書類の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、その申請に係る補助事業等の状況を確認し、

不適当である場合を除き補助事業等中止（廃止）承認書（様式第７号）を交付するもの

とする。

（事業着手）

第５条 補助事業等の着手は、原則として補助金等の交付決定に基づき行うものとする。

ただし、補助事業等の効果的な実施を図るうえで、緊急やむを得ない事情により補助金

等交付申請から補助金等の交付決定前に着手する必要がある場合には、その理由を明記

した交付決定前着手届（様式第８号）を知事に提出した後に着手するものとする。

２ 前項ただし書の規定による補助金等の交付決定前に補助事業等を着手できる補助金等

は、別表第２に定めるものとし、補助金等の交付決定前に補助事業等を着手しようとす

る者は、当該着手について知事は一切の責任を負わず、当該着手に係る全ての損失等は

自らの責任であることを了知して着手するものとする。

（状況報告）

第６条 財務規則第２５３条の規定による補助事業等遂行状況の報告は、補助事業等遂行

状況報告書（様式第９号）により、９月３０日までの遂行状況を１０月１０日までに提

出するものとする。

（実績報告）

第７条 補助事業者は、補助事業等が完了したとき又は第４条第２項の規定による補助事

業等の中止若しくは廃止の承認を受けたときは、別表第１に定める提出期限までに財務

規則第２５５条に規定する補助事業等実績報告書（様式第１０号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一 事業実績書

二 収支精算書（様式第１１号）

三 前二号に掲げるもののほか、知事が必要があると認めるもの

３ 補助事業者は、第２条第３項ただし書の規定により交付申請した場合は、第１項の実

績報告書を提出するに当たり、補助金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合に

は、これを減額して報告しなければならない。

（補助金等の支払等）

第８条 補助事業者は、補助金等の支払を受けようとするときは、請求書（様式第１２号）

を知事に提出しなければならない。

２ 財務規則第２５８条第３項及び第４項の規定により概算払をすることができる補助金

等の種類及び限度額は別表第３に定めるとおりとし、補助金等の概算払を受けようとす

る補助事業者は、補助金等概算払申請書（様式第１３号）に請求書を添えて提出するも
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のとする。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金等の返還）

第９条 補助事業者は、第２条第３項ただし書の規定により交付申請した場合は、第７条

第１項の実績報告書を提出した後に、消費税の申告により補助金等に係る消費税等仕入

控除税額が確定した場合には、速やかに知事に報告しなければならない。

２ 知事は、前項の報告があった場合には、補助事業者に対し当該消費税等仕入控除税額

について期限を定めて返還を命ずるものとする。

３ 前項の消費税等仕入控除税額の返納期限は、当該命令のなされた日から起算して２０

日を経過した日とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納

に係る期間に応じて財務規則第２６０条第１項に定める率で計算した延滞金を徴するも

のとする。

（財産処分の制限等）

第10条 財務規則第２６１条の規定により、知事の承認を受けなければ処分することがで

きない財産は別表第４に掲げるものとする。ただし、当該補助事業等の完了後同表に定

める期間を経過した財産については、同条の規定は適用しないものとする。

２ 前項の規定による知事の承認の申請は、取得財産目的外処分承認申請書（様式第１４

号）によるものとする。

（手続きの一部省略）

第11条 財務規則第２６３条の規定により、手続きの一部を省略することができる補助金

等は、別表第５に定めるとおりとする。

（要領への委任）

第12条 この要綱の施行に関し別に定める事項がある場合は要領で定める。

（特例）

第13条 次に掲げる補助金等の事業については、この要綱によらないものとする。

一 新規航路等開設促進支援事業（船社助成）補助金

二 荷主定着化促進事業（荷主支援）奨励金に係る負担金

三 物流事業者エネルギー価格高騰緊急支援事業費補助金

四 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業費補助金

附則

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２９年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、平成３０年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、平成３１年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、令和 ２年 ５月２８日から施行する。

この要綱は、令和 ２年 ８月 ７日から施行する。

この要綱は、令和 ２年１０月 ８日から施行する。

この要綱は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、令和 ３年 ５月２５日から施行する。

この要綱は、令和 ３年 ７月 ６日から施行する。
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この要綱は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、令和 ４年 ６月２１日から施行する。

この要綱は、令和 ４年１０月 ６日から施行する。

この要綱は、令和 ５年 １月１６日から施行する。

この要綱は、令和 ５年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、令和 ５年 ７月 ６日から施行する。

この要綱は、令和 ５年 ８月 ４日から施行する。

この要綱は、令和 ５年１０月２５日から施行する。

この要綱は、令和 ６年 １月２６日から施行する。

この要綱は、令和 ６年 ２月２６日から施行する。

この要綱は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、令和 ６年 ６月２８日から施行する。

この要綱は、令和 ６年１０月 ７日から施行する。

この要綱は、令和 ６年１１月２０日から施行する。

この要綱は、令和 ７年 ３月２１日から施行する。

この要綱は、令和 ７年 ４月 １日から施行する。
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（別表第１）
商業貿易課関係補助金等の種類等

補助金等の名称 補助金等の交付目的 補助事業等の種類 対象経費 補助金等の率又は額 補助事業者 実績報告書提出期限 提出先

商店街課題解決 県内商店街の活性化を図るため、事業 商店街課題解決支援 別に定める経費 補助対象経費の 10/10 以内、かつ 秋田県商店街 補助事業を完了 商業貿易課
支援事業費補助 承継や個店の魅力向上、社会変化への 事業 予算の範囲内 振興組合連合 した日又は中止
金 対応等の課題解決に向けた、専門家等 ただし、その金額に 1,000 円未満 会 若しくは廃止の

を活用した商店街等の取組を支援する。 の端数が生じた場合は、その端数 承認を受けた日
を切り捨てた金額とする から 30日以内又

は当該年度の 3
月 10日のいずれ
か早い日

商業・サービス 自社の強みやＩＣＴ等のデジタル技術 商業・サービス産業 別に定める経費 別に定める率及び額 別に定める者 補助事業を完了 商業貿易課
産業経営革新事 等を活用した新事業の創出、生産性の 経営革新事業 ただし、その金額に 1,000 円未満 した日又は中止
業費補助金 向上、業態転換等の経営革新に取り組 の端数が生じた場合は、その端数 若しくは廃止の

む県内の中小企業等を支援し、賃金水 を切り捨てた金額とする 承認を受けた日
準の向上や県内産業の活性化に資する から 15日以内又
ことを目的とする。 は当該年度の 3

月 31日のいずれ
か早い日

あきた起業促進 起業家意識の醸成、起業準備、起業、 起業家育成事業 講師謝金、旅費、補助対象経費の 10/10以内、かつ 1 秋田県商工会 補助事業を完了 商業貿易課
事業費補助金 起業初期の各段階を貫いた切れ目のな（起業スキル習得塾）チラシ、会場使 回の起業スキル習得塾開催に当た 連合会、秋田 した日又は中止

い起業支援を県内各地で実施すること 用料、その他知 り 35万円以内 県内に所在す 若しくは廃止の
に要する経費を補助し、地域経済の活 事が必要と認め る各商工会議 承認を受けた日
性化を促しながら、県内における開業 るもの 所、その他知 から 30日以内又
率の向上を図る。 事が特に必要 は当該年度の 3

起業塾受講者等個別 講師謝金、旅費、補助対象経費の 10/10 以内、かつ と認める者 月 10日のいずれ
サポート事業 チラシ、その他 30万円以内 か早い日

知事が必要と認
めるもの

起業支援 若者起業 負担金補助及び 補助対象経費の 10/10 以内、かつ 秋田県商工会 補助事業を完了 商業貿易課
事業 家応援枠 交付金 予算の範囲内の額 連合会、秋田 した日又は中止

県内に所在す 若しくは廃止の
る各商工会議 承認を受けた日
所、その他知 から 30日以内又

地域課題 事が特に必要 は当該年度の 3
解決枠 と認める者 月 10 日のいず

れか早い日

伴走支援 地域課題解決枠 補助対象経費の 10/10 以内、か
等事務費 の伴走支援等に つ新規及び過年度（過去５年)採

かかる人件費、 択事業 1件につき 2万円以内
旅費、役務費、
その他知事が必
要と認めるもの
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補助金等の名称 補助金等の交付目的 補助事業等の種類 対象経費 補助金等の率又は額 補助事業者 実績報告書提出期限 提出先

起業家等交流事 公益財団法人あきた企業活性化センタ 県内スタートアップ 別に定める経費 補助対象経費の 10/10 以内、かつ 公益財団法人 補助事業を完了 商業貿易課
業費補助金 ーが実施する事業にかかる経費の一部 発掘・交流支援事業 予算の範囲内 あきた企業活 した日又は中止

を補助し、県内における女性・若者等 性化センター 若しくは廃止の
の創業意識やスタートアップへの挑戦 承認を受けた日
意欲の醸成を図る。 から 30日以内又

は当該年度の 3
月 10日のいずれ
か早い日

海外展開支援事 中小企業者等が行う海外展開活動及び 海外展開支援事業 別に定める経費 別に定める率及び額 別に定める者 補助事業を完了 商業貿易課
業費補助金 中小企業の支援機関が行う県内企業の （一般枠） した日又は中止

輸出拡大を促進する事業に対し、その 海外展開支援事業 若しくは廃止の
経費の一部を助成することにより、海 （はじめの一歩応援 承認を受けた日
外取引の拡大に資することを目的とす 枠） から 30日以内又
る。 海外展開支援事業 は当該年度の 3

（支援機関枠） 月 31日のいずれ
か早い日

一般社団法人秋 「一般社団法人秋田県貿易促進協会」 一般社団法人秋田県 次の①から③の 補助対象経費の 10/10 以内、かつ 一般社団法人 補助事業を完了 商業貿易課
田県貿易促進協 の事業にかかる経費を補助し、県の経 貿易促進協会支援事 事業費を合計し 予算の範囲内 秋田県貿易促 した日又は中止
会支援事業費補 済交流及び貿易拡大事業を補完させる。業 た額とする。 進協会 若しくは廃止の
助金 ①貿易支援体制 承認を受けた日

強化事業 から 30日以内又
②貿易普及啓発 は当該年度の 3
事業 月 31日のいずれ
③貿易拡大促進 か早い日
事業

県内スタートア 県が別途認定する成長可能性の高い県 県内スタートアップ 別に定める経費 別に定める率及び額 別に定める者 補助事業を完了 商業貿易課
ップ成長促進事 内スタートアップの事業拡大の取組を 成長促進事業 ただし、その金額に 1,000 円未満 した日又は中止
業費補助金 支援し、本県におけるスタートアップ の端数が生じた場合は、その端数 若しくは廃止の

のロールモデルを早期に創出すること を切り捨てた金額とする 承認を受けた日
を目的とする。 から 15日以内又

は当該年度の 2
月 28日のいずれ
か早い日
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補助金等の名称 補助金等の交付目的 補助事業等の種類 対象経費 補助金等の率又は額 補助事業者 実績報告書提出期限 提出先

県外スタートア 本県におけるスタートアップエコシス 県外スタートアップ 別に定める経費 別に定める率及び額 別に定める者 補助事業を完了 商業貿易課
ップ実証支援事 テムの形成を促進するため、県外スタ 実証支援事業 ただし、その金額に 1,000 円未満 した日又は中止
業費補助金 ートアップが県内の地域資源やフィー の端数が生じた場合は、その端数 若しくは廃止の

ルドを活用して実施する、自らの成長 を切り捨てた金額とする 承認を受けた日
に資する実証事業を支援することで、 から 15日以内又
本県で活動するスタートアップを増や は当該年度の 2
し、将来的な県外スタートアップの誘 月 28日のいずれ
致及びスタートアップに対する県民の か早い日
理解促進につなげることを目的とする。

商業・サービス 電力等価格高騰により経営環境に大き 商業・サービス産業 別に定める経費 別に定める率及び額 別に定める者 補助事業を完了 商業貿易課
産業省エネ化等 な影響を受けている製造業以外の事業 省エネ化等推進事業 ただし、その金額に 1,000 円未満 した日又は中止
推進事業費補助 者に対して、省エネルギー化又は省力 の端数が生じた場合は、その端数 若しくは廃止の
金 化に向けた設備更新・導入の取組を支 を切り捨てた金額とする 承認を受けた日

援し、中長期的な生産性の向上と経営 から 15日以内又
基盤の強化を促進する。 は当該年度の 2

月 27日のいずれ
か早い日

秋田の物流体制 トラック輸送における物流の効率化及 秋田の物流体制構築 別に定める経費 別に定める率及び額 別に定める者 補助事業を完了 商業貿易課
構築加速化事業 びトラック輸送から船舶、鉄道輸送へ 加速化事業 ただし、その金額に 1,000 円未満 した日又は中止
費補助金 の転換、トラック人材の確保・育成に の端数が生じた場合は、その端数 若しくは廃止の

取り組む県内事業者に対し、その経費 を切り捨てた金額とする 承認を受けた日
の一部を助成することにより、秋田県 から 15日以内又
における持続可能な物流体制構築のた は当該年度の 2
めの取組を加速化させることを目的と 月 27日のいずれ
する。 か早い日
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（別表第２）

交付決定前に事業着手できる補助金等

補助金等の名称

海外展開支援事業費補助金

県外スタートアップ実証支援事業費補助金

（別表第３）

概算払することができる補助金等

補助金等の名称 補助事業等の種類 補助事業者 概算払ができる

率又は額

商店街課題解決支援事業費 商店街課題解決支援事業 秋田県商店街振興組合連 交 付 決 定 額 の

補助金 合会 10/10以内

あきた起業促進事業費補助 起業家育成事業 秋田県商工会連合会、秋 交 付 決 定 額 の

金 （起業スキル習得塾） 田県内に所在する各商工 10/10以内
会議所、その他知事が特

起業塾受講者等個別サポート事業 に必要と認める者

起業支援事業 若者起業家応援枠

地域課題解決枠

伴走支援等事務費

起業家等交流事業費補助金 県内スタートアップ発掘・交流支援事業 公益財団法人あきた企業 交 付 決 定 額 の

活性化センター 10/10以内

一般社団法人秋田県貿易促 一般社団法人秋田県貿易促進協会支援事業 一般社団法人秋田県貿易 交 付 決 定 額 の

進協会支援事業費補助金 促進協会 10/10以内
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（別表第４）

処分制限財産の指定

補助金等の名称 財産の区分 対象財産 制限期間

商店街課題解決支援事業 取得原価が 50 万 補助事業により取得した財 「減価償却資産の耐用年数等に関する

費補助金 円以上の財産 産及び効用の増加した財産 省令」（昭和 40 年 3 月 31 日大蔵省令

年を超える対象については、10 年を限

商業・サービス産業経営 取得原価が 50 万 設備、機械器具、装置、構 度とする）

革新事業費補助金 円以上の財産 築物、無形財産

あきた起業促進事業費補 取得原価が 50 万 設備、機械器具、装置、構

助金 円以上の財産 築物、無形財産

海外展開支援事業費補助 取得原価が 50 万 補助事業により取得した財

金 円以上の財産 産及び効用が増加した財産

県内スタートアップ成長 取得原価が 50 万 補助事業により取得した財

促進事業費補助金 円以上の財産 産及び効用が増加した財産

県外スタートアップ実証 取得原価が 50 万 補助事業により取得した財

支援事業費補助金 円以上の財産 産及び効用が増加した財産

商業・サービス産業省エ 取得原価が 50 万 設備、機械器具、装置、構

ネ化等推進事業費補助金 円以上の財産 築物、無形財産

秋田の物流体制構築加速 取得原価が 50 万 補助事業により取得した財

化事業費補助金 円以上の財産 産及び効用が増加した財産
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（別表第５）

手続きの一部を省略できる補助金等

補助金の名称 手続きを省略できる書類

商店街課題解決支援事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

商業・サービス産業経営革新事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

あきた起業促進事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

起業家等交流事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

海外展開支援事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

県内スタートアップ成長促進事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

県外スタートアップ実証支援事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

商業・サービス産業省エネ化等推進事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

秋田の物流体制構築加速化事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書


